
第4章 人クローンI匝研究における未受精卵の入手  

1＿ 未受精卵の取扱いの状況   

（1）未受清卵を取り扱う技術の状況  

1）未受精卵の凍結・融解技術  

禾受精卵は、水分が多く細胞膜が脆弱で凍結による損傷を受けやす  
く、また、減数分裂の完了していない不安定な状態にあることから物  
理的な影響を受けやすいものであり、受精胚や精子と比べ、凍結・融  
解が難しいものとされている。  
従来より、緩慢凍結・急速融解法による未受精卵の凍結が試みられ  
てきたが、この方法では、刺激に弱い未受精卵が凍結による刺激で活  
性化して受精障害を生じたり、染色体異常が生じて発生停止に至るこ  
とがある等の問題があり、これまで出産例は世界で100例程度と少  
ない状況である。  

最近は、動物において実績のあるガラス化法による凍結・融解に移  
行し、染色体分裂の正常化が図られるなど、急速に技術の進歩が進ん  

できている。しかし、凍結・融解の生存効率が保存する未受精卵の質  
に左右されることもあり、今後さらなる研究が必要とされている。  
なお、産科婦人科学会の「平成16年度倫理委員会・登録・調査小  
委員会報告」によると、国内における治療成績（平成15年）として、  
新鮮卵を用いた顕微授精による出産が5，018例（治療周期総数3  
8，871、移植総回数27，895、移埴当たり妊娠率26．9％、  
移植当たり生産率18．0％）報告されているのに対し、凍結融解未  
受精卵を用いた顕微授精による出産の報告は4例（治療周期総数6－5、  
移植総回数55、移植当たり妊娠率16．4％、移植当たり生産率7．  
3％）である。【添付資料4参照】  

このように、現状では、未受精卵の凍結・融解技術は十分な実績が  

ないことから、確立された技術にはなっていないものとして取り扱う  
こととした。  

2）卵巣の凍結・融解技術  

卵巣の凍結・融解については、未受精卵のみを取り扱う場合に比べ、  
保護組織の存在により凍結・融解による損傷が少ないものと想定され  
るが、十分なデータがない。実施例としては、凍結した自己の摘出卵  
巣を元の場所に移植して機能回復し、出産に至った例が世界で1例の  
み報告されている。  

このような状況を踏まえると、現状では、卵巣の凍結・融解技術は  
十分な実績がないことから、確立された技術にはなっていないものと  
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して取り扱うこととした。  

3）未成熟な未受精卵の体外成熟技術  

卵巣に主に存在する原始卵胞を体外で培養し、受精が可能な状態に  
成熟させることに成功した例は、これまでのところ知られていない。  
また、多嚢脆性卵巣症候群のように卵巣でそのまま成熟させ排卵する  
ことが困難な場合に、成熟の過程にある未受精卵を体外に取り出して  
1日程度培養し、成熟させたものを顕微授精させる方法は、我が国で  
もすでに臨床で用いられているが、妊娠率は10％に満たない。  

このような状況を踏まえると、現状では、未受精卵の体外成熟技術  
は十分な実績がないことから、確立された技術にはなっていないも＼の  

として取り扱うこととした。   

（2）未受精卵を取り扱う研究の規制の状況  

未受精卵を取り扱う研究については、それを用いて胚を作成する場合、   
人クローン胚などクローン技術規制法に定める特定胚に該当する場合に   

は同法の規制対象となるが、それ以外に国による法規制は行われていな   

い。また、「臨床研究に関する倫理指針」（平成15年7月30日厚生   
労働省）等のガイドラインの適用を受ける場合がある。  
なお、日本産科婦人科学会は、会告として示した「ヒト精子・卵子・   
受精卵を取り扱う研究に関する見解」（昭和60年3月）において、研   
究の許容範囲を生殖医学発展のための基礎的研究ならびに不妊症の診断   
治療の進歩に貢献する目的のための研究に限ることなどを定めるととも ＼ 
に、研究を行うに当たっては学会に登録報告することとしており、その   
要件を「生殖補助医療の実施登録施設の条件と登録申請にあたり留意す   
べき事項について」（平成17年7月）で示している。【添付資料5参   
照】  

2＿ 未受給卵の入手に関する基本的考え方   

（1）総合科学技術会表意見に示された考え方  

総合科学技術会議意見においては、人クローン胚の作成・利用のため   
の未受精卵の採取や入手は、人間の道具化・手段化の懸念をもたらなさ  
ないよう厳しく制限されるべきであるとされるとともに、いわゆる無償   
ボランティアからの未受精卵の採取については、これを認めた場合、提   
供する女性の肉体的侵襲や精神的負担が伴うだけでなく、人間の道具化   
・手段化といった懸念も強まることから、原則、認めるべきではないと  
されている。  

また、未受精卵の入手は、  
Q）手術等により摘出された卵巣や卵巣切片からの採取  
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e）生殖補助医療目的で採取された未受精卵で同目的には利用されな  
かったものや非受精卵の利用  
③ 卵子保存の目的で作成された凍結末受精卵の不要化に伴う利用   
が考えられるが、提供する女性には肉体的・精神的負担が生ずることが   
考えられるため、個々の研究において必要最小限に制限されるべきであ   
り、その点を十分考慮した枠組みの整備が必要であることが示されてい   
る。  

これらを踏まえ、人クローン胚の作成のための末受精卵の入手のあり   
方について検討を行った。   

（2）入手の対象となる未受精卵  
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③ 提供者が個々に抱える事情、状況、考え方等が異なると考えられ  
ること   

等を考慮する必要がある。  

このため、人クローン胚の作成に当たっては、他の目的で使用される   

可能性のある未受精卵については利用しないこととし、廃棄することが   

決定された未受精卵のみを入手の対象とする。   

（3）自由意思による提供  

未受精卵の提供は、自由意思に基づくものでなければならない。その   
ため，、例えば主治医との関係から提供を拒否できない場合が生じること   
のないよう、提供に圧力がかかる可能性の排除された枠組みを構築する   
必要がある。   

（4、）無償提供の原則  

総合科学技術会議意見におし 
体的な遵守事項として、未受精卵の無償提供が示されている。  

提供者から有償で未受精卵の提供を受けることは、ヒトの細胞の売買   
につながるおそれがあり、ひいては人間の道具化・手段化といった懸念   
が生ずると考えられることから、末受精卵の提供は無償で行われなけれ   
ばならない。  
ただし、説明を受ける際の提供者の交通費、提供が同意されてからの   

未受精卵の凍結に係る経費、提供医療機関からの輸送費等、人クローーン   
胚の作成のため未受精卵を提供することに伴って新たに費用が発生する   
場合に限り、実費相当分を必要な経費として認める。  
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（5）個人情報の保護のための措置  

未受精卵の提供医療機関は、未受精卵を人クローン胚取扱い機関に移   

送する際には未受精卵の提供者を個人として特定できないよう連結不可   

能匿名化を図るなど、未受精卵の提供者の個人情報を保護するため必要   

な措置を講じなければならない。  

く注）匿名化とは、個人情報から個人を識別することができる情報の全部または一  

部を取り除き、代わりにその人と関わりのない符号または番号を付すことをい  

う。提供される細胞に付随する情報のうち、ある情報だけでは特定の人を識別  

できない情報であっても、各種の名簿等の他で入手できる情報と組み合わせる  
ことにより、その人を識別できる場合には、組合せに必要な情報の全部または  
一部を取り除いて、その人が識別できないようにすることをいう。  

また、連結不可能匿名化とは、いかなる場合にも個人を識別できないよう新  

たに付した符号または番号との対応表を残さない方法による匿名化をいう。  

3．未受精卵の入手方法として認められる方法  

総合科学技術会護憲見に示された入手方法について検討を行った結果、   
それぞれ以下のとおり未受精卵の入手を認めることとした。   

（1）手術により摘出された卵巣や卵巣切片からの採取  

1）未受精卵の体外成熟技術の確立の必要性  

卵巣から採取される未受精卵は未成熟であることが多く、これらを  
利用するに当たっては未成熟な未受精卵の体外成熟技術の確立が不可  
欠である。しかし、既述のとおり、現状においては、この技術は確立  
された技術とはなっていない。このため、  ら採取さ  

いと考え  
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れた未受精卵を利用して直ちに研究を実施で  
られる。  
したがって、卵巣から採取された末受精卵の利用は、生殖補助医療   

研究において当該技術の実績が十分蓄積された後に行うこととし、そ   
の技術的能力を認められた機関が提供医療機関である場合に限って認   
める。  
ただし、人クローン胚の作成には、体外成熟の過程にある未受精卵   
を用いる場合もあると考えられる。この場合には、人クローン胚研究   
の一環として、未受精卵の体外成熟技術に係る研究を行うことを認め   
ることとする。この場合、提供医療機関から提供される未受精卵は、   
直ちに人クローン胚の件成に用いられるものではないとしても、．未受   
精卵が提供医療機関から提供された後は、クローン技術規制法に基づ   
く特定胚の取扱いに係る規制を受けることとなる。   

2）手術により摘出された卵巣または卵巣切片から採取された未受精卵   
の利用  
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手術により卵巣または卵巣切片が摘出される場合として、まず、婦   
人科疾患が考えられる。  
婦人科疾患のうち卵巣疾患については、悪性の場合は摘出された卵   
巣の正常な組織を判別することが困難であり、また、良性の場合は腫   
瘍部分のみ摘出して正常な組織は残すことが原則である。このため、   

卵巣疾患のため摘出された卵巣や卵巣切片からは、研究のため利用す   
ることが可能な末受精卵の提供は困難であると考えられる。  
また、子宮疾患の場合には、予防的に卵巣摘出を行うことは過去に   

おいて行われていたが、現在では極めて少なくなっている。  
このような状況を踏まえると、現段階においては、婦人科疾患のた   

め手術により摘出された卵巣や卵巣切片からの未受精卵の提供は限ら   
れた場合であると考えられる。しかしながら、摘出される卵巣や卵巣   
切片の廃棄が予定される場合には、適切なインフォームド・コンセン   

トを受けて、これらの提供を受けることを認めることとずる。  

また、性同一性障害の治療として摘出される卵巣については、その   
廃棄が予定される場合に、適切なインフォームド■コンセントを受け   

て、摘出される卵巣から未受精卵の提供を受けることを認めることと   

する。   

3）卵子保存の目的で作成された凍結卵巣または卵巣切片の不要化に伴   

う利用  
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た卵巣や卵巣切片については、本人の生殖補助医療には利用しないこ  

とが決定され、廃棄することが決定された後、適切なインフォームド  
・コンセントを受けて、それらから未受精卵の提供を受けることを認  

めることとする。  
なお、卵巣を凍結するためのインフォームド・コンセントの手続き  
は、生殖補助医療において行われていなければならない。   

（2）生殖補助医療目的で採取された未受精卵で同目的には利用されなかっ   
たものや非受精卵の利用  

生殖補助医療は、休外に未受精卵を取り出して行う不妊治療であり、   
体外受精一胚移植（一VF－ET）、顕微授精（！CSi等）等が行わ   
れている。  
未受精卵を体外で媒精する体外受精、顕微授精では、媒精したが受精   
に至らない非受精卵や、利用されない未受精卵が生じる場合があり、こ   
れらが人クローン胚研究に提供される可能性があると考えられる。【図   
1参照】  

① 生殖補助医療に伴う女性の身体的負担  

体外受精、顕微授精では、一般的に成熟した未受精卵を複数個採  
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【図1】 体外受精・顕微授精の手順について  

く圭殖補助医療の流れの例〉（一般白竹治療方法と考えらnているもの）  

治療を受けることの  
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l  

（ニ東条乱．た場合）  

b＿細1   

4＿ 受精（媒拓）  

（か 卵子の入った培養皿に精子を加えて受精させる。  

顕徴授編の場合は、顕微鏡下で清子を直接卵子の中  

に送り込む。（採卵から3～6時間後）   

② 受精したかどうかについて判定する。（受講から  

12～16時間後）   

③ 受箱卵（胚）については、受持から3日後に8細  

胞くらいに細胞分割したものから妊娠に適したもの  

を選ぶ。  

1．インフォームドーコンセント   

医師が患者に対して治療の方法や副作用について  

十分な説明を行い、インフォームド・コンセントを  

受ける。（利用されなかった末受精卵、非受精卵、  

胚移植に使用されなかった胚の取扱いについての同  

意も含む。）  

2＿ 採卵  

（亭博・箪  

性腺刺激ホルモン放出因子誘導体（GnRHa）を   

鼻腔に噴嘉する。採卵の直前まで、1日4回、2遅   

聞くらい毎日続ける。  

②卵子の成熟  

排卵誘発剤（ヒト閉経ゴナドトロピン（hMG）、   

卵胞刺激ホルモン（F SH））の注射を、卵胞が十   

分な大きさになるまで、月経3日目から毎日行う。  

（卦卵子のチェック  

軽膣超音波検査で卵胞の数や大きさ、卵胞ホルモ   

ン値をチェックし、採卵の日を決める。  

④排卵誘発  

採卵の35時間前頃にヒト絨毛ゴナドトロピン（h   

CG）の注射を行う。  

金屋襲  

軽膣超音波下で特殊な針を挿入して卵巣に差し込   

み、卵胞を吸引する。  

⑥卵子の培養  

卵胞液を培養皿に移し、隠微鈷で見ながら卵子を   

取り出し、洗浄して培養液の中で培養する。  

35  

5‥胚移植  

（む 経膣超音波下で子宮にチューブを入れ、受精卵   

（匪）吉子宮に戻す（多胎妊娠を避けるために3個   

まで：産科婦人科学会会告）。  

（∋ 着床を助けるために黄体ホルモンが投与される。  

6＿ 妊娠の確認   

胚移植から2週間後に妊娠が成立したか否かの検  

査を行う。  

（参考：厚生科学書議会生殖補助医療部会配布資料等）   



取するため、排卵誘発剤等のホルモン剤（hMG、FSH、GnRH  
a、hCG等）の投与による卵巣刺激、排卵誘発が行われる。これら  
のホルモン剤は、1週間から10日間、主に注射により投与され、  

その間毎日通院の必要がある。この卵巣刺激に伴って生じる可能性  

のある合併症としては、卵巣過剰刺激症候群（OHSS）が挙げら  
れる。卵巣過剰刺激症候群は軽度、中度、重度に分類され、卵巣が  
急速に腫大することにより、症状としては下腹部の不快感・膨満、  

腹痛、腹水貯留、胸水貯留、呼吸困難、悪心、嘔吐、下痢、血液；疑  
縮、出血傾向等を呈する。この合併症は、35歳以下の若年者の場  
合や多嚢脆性卵巣症候群（PCOS）の症例などに起きやすく、ま  
た、妊娠すると重症化しやすいことが知られている。発生頻度は全  
体で10％程度であり、重度で入院を要する場合は1％未満とされ  
ているが、死亡、または脳血栓症により高度の障害を負ったケース  
も報告されている。  
卵巣刺激、排卵誘発を行った後、未受精卵を採取するため、一般  
的には経膣超音波下で特殊な針を卵巣に挿入し、卵胞を吸引する。  
この採卵操作を受けることに伴う負担のほか、リスクとしては、出  

血、感染、他臓器穿刺や、静脈麻酔の場合に麻酔による合併症が生  
じる可能性のあること等が挙げられる。  

② 生殖補助医療に伴う女性の精神的負担  

生殖補助医療を受けている女性は、上記のような負担の中で採取  

したものであり、自身の子どもになり得る可能性を持った存在であ  
る末受精卵に対し、特別で強い感情を抱く場合も多い。  
また、体外受精や顕微授精を受けるという選択に至るまで、人工  

授精を繰り返すなど、長い時間、数多くの不妊治療とそれに伴う心  

理的な葛藤を経ている場合も少なくない。  

以上のような生殖補助医療の状況とそれに伴う女性の負担を踏まえつ  
つ検討を行った結果、生殖補助医療目的で採取され、同目的には利用さ  
れなかった末受精卵や非受精卵に？いて、以下のとおり提供を受けるこ  
とを認めることとする。【図2－1、図2－2参照】   

1）非受精卵  

¢）凍結されたものを利用する場合  

生殖補助医療において凍結されている非受精卵については、本人  

の受ける生殖補助医療が終了し、廃棄することが決定された後、適  
切なインフォームド・コンセントを受けて、提供を受けることを認  

める。  
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なお  

生殖補助医療において得られていなければならない。   

② 凍結せずに利用する場合  
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【図2－1】1生殖補助医療目的で採取された未受精卵の分類G）  
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【図2丁2】 生殖補助医療目的で採取された未受精卵の分類（∋  

ロ掛静僚】l  

；◎◎ ◎◎ ◎；；00 0；；△△；  採取された  

兼愛て括噺I  

旦媒精  
且賭括   B媒精  

ニ乗結て   ？  

矩微‡受精の場合・1  

；棄結て   ？  

矩親授精の場合2  

採耳交された  
末受精卵  ◎㊥；＠ 00 0  △△  

糾用されなかった未受精脚※  

凍柔吉て ？   

※ 精子の数の関係で形態学的な異常がないが利用されなかった未受精卵も含まれる。  
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非受精卵を凍結するかどうかは医療棟関によって異なり、非受精  
卵の凍結を行っていないケースもあると思われるが、身体的負担及  
び精神的負担を伴う生殖補助医療の過程で非受精卵の提供に係るイ  
ンフォームド・コンセントの手続きを行うことにより、提供者にさ  

らに大きな精神的負担を与えることが考えられる。また、生殖補助  
医療が成功しない場合もあることを考慮しなければならない。  

このため、自発的な提供の申し出がある場合Xに限り、適切なイ  

ンフォームド・コンセントを受けて、凍結せずに非受精卵の提供を  

受けることを認めることとする。  

※ 自発的な提供の申し出がある場合とは、研究者や医療従事者が関与する  
ことなく、一般的に入手し得る情報に基づき、自らの判断により提供を申  

し出る場合を意味する。  
その場合、提供が自らの発意によるものであるかどうかを確認す  
るプロセスとして、インフォームド・コンセントの手続きにおいて、   
提供医療機関め倫理審査委員会の委員など、研究に直接関与せず、  
利害関係を有しない者が、提供を申し出た者に面会して確認するこ  
とが必要である。  

また、提供医療楼関による恋意的判断を防ぐため、研究のため提  
供を受けた非受精卵については写真を撮影するなどにより記録を残  

し、提供考が希望する場合には、採卵時もしくはそれ以後、提供さ  
れた未受精卵が受精していなかったことを確認することができる手  

段を講じなければならない。   

2）形態学的な異常により利用されない未受精卵  

体外受精の場合には、原則として採取された未受精卵はすべて媒持   
されると考えられる。   
ただし、顕微授精の場合には、採取された未受精卵のうち形態学的   

に明らかな異常があるものを選別して媒精しない場合がある。この場  
合には、採取された未受精卵の写真を撮影する 
態学的な異常により媒精しないと判断する根拠を明らかにすることは   
可能であると考えられる。  
このような形態学的な異常により媒精されなかった未受精卵を研究   

に用いても人クローン胚を作成してES細胞を樹立できる可能性は低   
いものと考えられるが、人クローン胚由来のES細胞樹立を目的とし  
た研究においてさまざまなステップをクリアするために利用すること  
は意義のあるものと考えられる。   

㊥ 凍結されたものを利用する場合  

生殖補助医療において形態学的な異常により媒持されなかった未   
受精卵が凍結されている場合は、本人の受ける生殖補助医療が終了   
した後、適切なインフォームド・コンセントを受けて、提供を受け   

ることを認める。  
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なお、形態学的な異常により媒持されなかった未受精卵を凍結す  
るためのインフォームド・コンセントは、生殖補助医療において得  

られていなければならない。   

また、採取された末受精卵を形態学的な異常により媒精しないと  
判断する根拠については．生殖補助医療の中で取り扱われているも  
のとして、本検討の範囲とはしない。  

② 凍結せずに利用する場合  

形態学的な異常により媒指されなかった未受精卵を凍結するか  ど
 
 うかは医療機関によって異なり、それらの凍結を行っていないケー  

スもあると思われるが、身体的負担及び精神的負担の伴う生殖補助  
医療の過程で媒精されなかった未受精卵の提供に係るインフォーム  
ド■コンセントの手続きを行うことにより、提供者にさらに大きな   
精神的負担を与えることが考えられる。また、生殖補助医療が成功  
しない場合もあることを考慮しなければならない。  
このため、自発的な提供の申し出がある場合に限り、適切なイン  
フォームド・コンセントを受けて、凍結せずに、形態学的な異常に  
より媒持されない未受精卵の提供を受けることを認めることとす  
る。  
その場合、生殖補助医療の過程で提供の手続きが行われることか  
ら、生殖補助医療に伴う負担について、提供者が十分に理解してい  
ることが必要である。そのため、少なくとも過去に1度は体外受精  
または顕微授精を受けた経験のある者からの提供に限り認めること  
とする。  
また、提供が自らの発意によるものであるかどうかを確認するプ  
ロセスとして、インフォームド・コンセントの手続きにおいて、提   
供医療機関の倫理審査委員会の委員など、研究に直接関与せず、利   
害関係を有しない者が、提供を申し出た者に面会して確認すること  
が必要である。  

さらに、提供医療機関による悉意的判断を防ぐため、研究のため   
提供を受けた未受精卵については写真を撮影するなどにより記録を   
残し、提供者が希望する場合には、採卵暗もしくはそれ以後、当該   
未受精卵に形壬学的な異常があったことを確認することができる手   
段を講じなければならない。   

3）形態学的な異常はないが利用されない未受精卵  

形態学的な異常がない未受精卵であっても、顕微授精の場合には、   
精子の数が少ないため媒精させる未受精卵の数を限定する場合や全く   
媒精できない場合に、媒精されないものがある。   
これらは、次の治療に備えて凍結される場合もあると考えられるが、   
廃棄され、生殖補助医療に利用しない瘍含もあると考えられる。  

これらの形態学的な異常はないが生殖補助医療に利用されない未受  
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精卵の提供について 、身体的負担及び精神的負担を伴う生殖補助医療  
の過程でインフォームド■コンセントの手続きを行うことにより、提  

供者にさらに大きな精神的負担を与えることが考えられる。また、生  
殖補助医療が成功しない場合もあることを考慮しなければならない。   
このため、形態学的な異常はないが利用されない未受精卵について  

は、自発的な提供の申し出がある場合に限り、適切なインフォームド  
■コンセントを受けて、提供を受けることを認めることとする。   

その場合、生殖補助医療の過程で提供の手続きが行われることから、  
生殖補助医療に伴う負担について、提供者が十分に理解していること  
が必要である。そのため、少なくとも過去に1度は体外受精または顕  
微授精を受けた三経験のある者からの提供に限り認めることとする。   

また、提供が自らの発意によるものであるかどうかを確認するプロ  
セスとして、インフォームド・コンセントの手続きにおいて、提供医  
療機関の倫理審査委員会の委員など、研究に直接関与せず、利害関係  
を有しない者が、提供を申し出た者に面会して確認することが必要で  

ある。  

さらに、提供医療機関の悉意的判断を防ぐため、採取された未受精  
卵及び精子の数等の状況について記録に残し、採卵暗もしくはそれ以  
後、提供医療機関の倫理審査委員会が確認を行わなければならない。   

なお、．形態学的な異常はないが媒精されなかった未受精  

療に備えて凍結され、それが不要となった場合については、  
と同様に取り扱う。  ）
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その他、患者本人の自発的な意思で媒精させる未受精卵の数を限定  
することなどにより、形態学的な異常がない未受精卵の提供を受ける  

ことが考えられる。しかしながら、この場合には、医師が患者に何ら  
かの圧力をかけるおそれ、生殖補助医療の成功率の低下のおそれや過 
剰排卵のおそれ等があることを考慮すると、社会から疑惑を受ける可  
能性があることから、認められない。   

（3）卵子保存の目的で作成された凍結未受精卵の不要他に伴う利用  

疾患の治療等のため将来の妊娠に備えて凍結保存された未受精卵につ   
いては、本人の生殖補助医療には利用しないことが決定され、廃棄する   
ことが決定された後、適切なインフォームド・コンセントを受けて、提   
供を受けることを認める。  
なお、未受精卵を凍結するためのインフォームド・コンセントは、生   
殖補助医療において得られていなければならない。   

（4）未受精卵や非受精卵または卵巣や卵巣切片を凍結していた者が死亡し   
た場合の取扱い  

未受精卵や非受精卵または卵巣や卵巣切片を凍結していた者が死亡し   
た場合には、以下の要件を満たす場合に限り、遺族すべて業から適切な  
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インフォームド・コンセントを受けて、凍結された未受精卵や非受精卵  

または卵巣や卵巣切片から採取される未受精卵の提供を受けることを認  

める。   
任）提供医療機関において、当事者が死亡した場合、凍結された未受  
精卵や非受精卵または卵巣や卵巣切片を廃棄することが決められて  
いること。  

（∋ 死後にはそれらを人クローン胚研究に提供することについて、本  
人から生前に、自発的意思による申し出があり、そのことを書類等  

により確認できること。   

※ この場合、原則として、死亡した当事者の配偶者、子、父母、孫、祖父母及  

び同居の親族のすべてから同意を受けることとするが、場合によっては、喪主  

又は祭示巳主宰者が遺族の総意をとりまとめることを認める。  

4．研究に関係する者からの未受精卵の提供の取扱い  

3．（1）から（4）のそれぞれの方法により未受精卵の提供を受ける   

場合に．、研究当事者や研究実施機関（以下「研究当事者等」という。）と   
何らかの関係のある者から提供を受けることについては、研究当事者等か   

ら圧力がかかる可能性は排除できない。  

このため、研究当事者等と関係のある者からの提供は受けないこととし、   

その範囲を以下のとおりとする。   

1）凍結されたものの提供を受ける場合  

凍結された未受精卵の提供を受ける場合には、本人の生殖補助医療に  
は利用しないことが決定され、廃棄することが決定された後、適切なイ  

ンフォームド・コンセントを受けて提供を受けるものを対象とするた   

め、研究当事者に直接関係のある者以外は、圧力をかけられる対象にな  
りにくいものと考えられる。  

このため、研究当事者及びその配偶者（研究当事者と事実上の婚姻関   
係にある者を含む。）、研究当事者と同居している者並びに研究当事者   

と扶養または養育関係にある者からの提供は受けてはならない。  

2）凍結せずに提供を受ける場合  

凍結せずに未受精卵の提供を受ける場合には、凍結されている場合と   
異なり、提供者が治療の過程にあることが考えられることから、研究当   

事者等から何らかの圧力がかかる可鱒性は排除できない。  

このため、この場合には、以下の者からの提供は受けてはならない。  

① 人クローン胚研究を行っている研究チームに所属する者  
② 人クローン胚取扱い機関に所属する者  
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